
令和元年度政務活動費の使いみち

項　　目 金　　額 構成比

調 査 研 究 費 3,782,071 60.4%

研 修 費 2,060,728 32.9%

広 報 費 88,000 1.4%

広 聴 費 526 0.0%

要請・陳情活動費 650 0.0%

会 議 費 0 0.0%

資 料 作 成 費 93,318 1.5%

資 料 購 入 費 100,949 1.6%

人 件 費 0 0.0%

事 務 所 費 139,343 2.2%

合　　計 6,265,585 100%

会 派 名（参加人数）

新政・公明 (９人 )

新政・公明 (８人 )

新政・公明 (２人 )

新政・公明 (３人 )

新政・公明 (８人 )

か け は し （ ７ 人 ）

か け は し （ ７ 人 ）

か け は し （ ７ 人 ）

いぶきの会（４人）

いぶきの会（４人）

希 望 の 会 ( ４ 人 )

希 望 の 会 ( １ 人 )

希 望 の 会 ( ４ 人 )

希 望 の 会 ( ４ 人 )

津 梁 （ ２ 人 ）
無 所 属 （ １ 人 ）

津 梁 （ ２ 人 ）
無 所 属 （ １ 人 ）

津 梁 （ ２ 人 ）
無 所 属 （ １ 人 ）

日本共産党（２人）

場　　所 期　　日 内　　    容

沖縄県宮古島市 H31.4/23～4/24
○家畜ふん尿の堆肥化について
○観光振興について

広島県広島市（地方議員研究会） Ｒ1.6/2～6/4
○教育委員会制度とは 〇学校における働き方改革 〇未来を見据えた接続
可能な地域を目指した教育の実現 〇地域と共にある学校づくりを目指して

京都府下北区（地方議員研究会） Ｒ1.8/27～8/28 ○土地所有者不明問題と今後の動向

〇久米島町の産業魅力向上プロジェクトについて

大阪府東淀川区（地方議員研究会） Ｒ1.11/5～11/6 ○議員が知っておくべき財政の話「基礎編１，２」

山口県周南市、山口市
福岡県議会

Ｒ1.11/13～11/15
○子育て世代包括支援センター「はぴはぐ」について
〇コミュニティタクシー事業について
〇大壕公園飲食店設置管理者公募について

Ｒ1.10/16～10/18

群馬県高崎市、沼田市
農林水産省、総務省

Ｒ2..2/4～2/7
○介護ＳＯＳサービスについて　○６次産業化推進戦略について
〇豚熱について　〇マイナンバーカードの利活用について

東京都内閣府・防衛省（要請）
茨城県神栖市

○中城湾港東埠頭バース延長について 〇沖縄北インター渋滞解消につい
て 〇うるまインターチェンジの開設について 〇島しょ地域への高規格道路
の整備について
〇沖縄県における80Ｗ及び75Ｗ区域の住宅防音工事の対象拡大について
○かすみ防災アリーナについて

宮城県仙台市
山形県山形市
福島県福島市

Ｒ1..8/20～8/23
○のびすく泉中央の取り組みについて
〇コミュニティファンドについて
〇子どもの夢を育む施設こむこむ館について

沖縄県久米島町 Ｒ2.3/25～3/26

山梨県甲斐市
埼玉県戸田市

Ｒ1.7/30～8/1
○「議会改革の取り組み及び議会活性化進捗状況等について」
○「戸田市シティセールス戦略について」

熊本県熊本市、水俣市 Ｒ1.8/17～8/19
○水俣病について
〇防災と復旧・復興・災害対策・自治体の課題

沖縄県渡嘉敷村 Ｒ1.8/20～8/21
○ふるさと納税事業
○マリンスポーツの取り組みについて

大分県日田市 Ｒ2.1/27～1/29
○バイオマス発電、たい肥・液肥の利活用等について
○移住受け入れ事業について

北海道根室市、釧路市 Ｒ1.10/14～10/17
○「根室市エネルギービジョン」について
〇「公有資産マネジメント」について
〇「釧路市議会災害対応指針」について

沖縄県宮古島市 Ｒ2.1/28～1/29 ○宮古島市資源リサイクルセンター管理運営について

〇全世代型社会保障改革と社会保障の未来について
〇介護保険・医療保険制度の現状と自治体の課題について
〇日米地位協定 〇建白書実現 〇北部訓練場返還 〇宮古・石垣への自衛
隊配備問題 〇首里城 ○国民健康保険への財政支援 〇沖縄振興予算

主な調査・研修状況(期日順）：平成31年４月１日～令和２年３月３１日

三重県桑名市、いなべ市 Ｒ2.1/28～1/30
○公民連携（ＰＰＰ）の取組について
○いなべ市・農と福祉の連携プロジェクトについて

沖縄県久米島町 Ｒ2.3/23～3/24
○歯科保健事業について
〇久米島町堆肥センター
〇久米島シーサイドパークゴルフ場

愛知県名古屋市
東京都衆議院会館（要請）

Ｒ1.11/5～11/7

調査研究費

60.4%

研修費

32.9%

広報費

1.4%

資料作成費

1.5%
資料購入費

1.6%

事務所費

2.2%


